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中国の企業破産手続きにおける  
賃金債権問題に関する一考察  
ヂ‘   景 春  
－ はじめに  
本稿は，中国における未払い賃金の発生・規模・現状などを明らかにし，賃  
金債権の取扱いに関する現行法上の規律，実務，法的な枠組みの外にある行政  




（1）上原敏夫「西ドイツの倒産手続における労働者の処遇一現行法及び改正要綱－   
（上）」判夕642号4頁（1987年）。  
（2）中国企業破産法の成立過程，規定などについての紹介は，上原一慶『中国の経済改   
革と開放政策一関放体制下の社会主義』（青木書店，1988年），季衛東「法律試行の法   
反省メカニズムー中国の破産制度の導入過程を素材として」『民商法雑誌』101巻2－   
4号（1989年－1990年），田中信行「中国破産法の成立過程」『社会科学研究』44巻5   
号（1993年）などがあり，企業破産法の現状と課題については，梶田幸雄「中国にお   
ける企業破産立法の現状と課題（上）（下）」credit＆LawNo．64，65（1995年），季衛   
東「中国倒産制度の現状」『神戸法学雑誌』50巻2号（2000年），拙稿「中国における   
企業破産法制の現状と課題一経済改革との関連を中心として－（上）（下）」際商29巻   
9，10号（2001年）などがある。  
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（3）拙稿「中国における企業破産法制の現状と課題一経済改革との関連を中心として－   
（下）」前掲注（2）1229頁以下。  
（4）「国務院関於在若干城市試行国有企業破産有閑問題的通知」国発〔1994〕59号文書   
（1994年10月25日）。この「59号通達」の制定背景は拙稿「中国における企業破産法   
制の現状と課題一経済改革との関連を中心として－（下）」前掲注（2）に詳しい。  
（5）再配置は労働力を再配置することを意味する。長年，社会保障制度が未整備である   
中国においては，企業倒産が原因で職を失った労働者をすぐに失業者にすることがで   
きなかった。制度上，慣行上，また法律上も政府が職を失う労働者に再就職させる義   
務があったのである（破4条）。しかし，職が不足しているため，この間題は複雑化   
してきている。また，この再配置の意味するところは不透明で，流動的である。再配   
置には目下，主として以下の項目が含まれると考えられる：①再就職の斡旋，②再就   
職できるまでの医療，労働など各種保険を含む生活保護，③労働契約解除の補償，国   
有企業の労働者という特別身分の放棄の経済補償，④未払い賃金，医療費，年金など   
の償還等。  
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会に譲ることにしたい。   
二 破産制度の導入と賃金債権の発生  
日本では，企業が倒産に陥った場合，その企業と労働契約で結ばれた従業員  
（6）国有企業に大きな，危機的な問題，つまり潜在失業問題が存在する。国有鉱工業企   
業労働者の34％に相当する1515万人は潜在失業者と推定され，国有部門全体の潜在失   
業者は2871万人（26％）に上ると推定された。農村部の潜在失業者を入れれば，中国   
は国全人口の1割に相当する1億数千万人の（潜在）失業者を抱え，単なる経済学の   
問題ではなく，中国の政治と社会にとっても重大な挑戦であると指摘されている。詳   
細は丸川知雄「失業問題の現状と展望」中兼和津次編『現代中国の構造変動2経済一   
構造変動と市場化』270頁以下参照（東京大学出版社，2000年）。一方，中国国家体制   
改革委員会によると，国有企業の潜在失業者はすでに3000万人に達しているとされて   
いる。李明『社会保障興社会保障税』92頁以下（中国税務出版社，2000年）。  
（7）ドイツおよび日本の賃金債権関する論議については，伊藤真「西ドイツにおける賃   
金債権の確保法制」ジュリ608号50頁以下，霜鳥甲－「賃金債権確保と破産法」ジュ  
リ608号38頁以下，上原・前掲注（1），上原敏夫「西ドイツの倒産手続における労働者   
の処遇一現行法及び改正要綱－（下）判夕644号16頁以下（1987年），池田辰夫「企業   
倒産における労働者の地位と労働債権」ジュリ11ユ1号144頁以下（1997年）。中国につ   
いては，李陽根「倒産時における労働者の保護について」名法152，153，158号，王欣   
新「債権人利益的保護与破産企業職工安置」人民法院報（2000年6月3日）がある。  
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の労働問題は，解雇を中心とする倒産時の労働者の地位の問題と労働債権確保  
















（8）塚本永治「企業倒産と労働者の権利」日本労働法学会編集『講座21世紀の労働法第   
4巻・労働契約』295頁以下（有斐閣，2000年）。  
（9）民法306・308粂，破産法39・47・49・50条，会社更生法119・209・208条などはそれ   
に当たる。  
㈹1956年に固定工は既に3200万人余りとなり，全国の賃金労働者の91％を占めた。伊   
藤正一『現代中国の労働市場』23頁以下参照（有斐閣，1998年）。また，この固定工   
制度は50年代から長い間，「都市戸籍・農村戸籍」という，公安機関で管理されてい   
る戸籍制度に守られてきた。つまり，ある都市の工場・企業に採用される労働者はほ   
とんどその都市の戸籍を持っているものに限られ，農村から都市への労働力の流入は   
全く許されず，都市間の労働力の移動さえほぼ不可能であった。  
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（川 80年に経済特別区である深洲では，外国企業と中国側との厳しい交渉の結果，合弁   
企業は労働者の雇用にあたり，契約制の導入に成功した。小島麗逸編F中国の経済改   
革』219，220頁（小島執筆）（勤葦書房，1992年）。  
（1勿1986年7月に，国務院は「国営企業の規律違反労働者を解雇する暫定規定」を公布   
した。  
㈹ なぜなら，「失業現象の存在を許さないことは，労働力の流動を認めないことに等   
しい」，「もし企業破産制度を実行すれば，労働力流動の突破口となろう」し，「商品   
生産社会で一定比率の失業人口が存在することはまぬがれたいし，かつ生産力の発展   
に有利である」からであると立法関係者は主張している。曹思源「同職工談企業破産  
（5）」工人日報（1986年8月12日），上原『中国の経済改革と開放政策一関放体制下の   
社会主義』前掲注（2）201頁以下。  
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賃金の問題などによって，その運用が制約されるのは当然のことといえよう。  
















㈹ 伊藤其『破産法（仝訂第3版）』11頁以下（有斐閣，2000年），霜鳥甲一『破産法体   
系』14頁以下（勤草書房，1990年）。いづれも，再生型の倒産手続においては債務者   
の経済的更正は倒産手続の目的であると両教授も強調されている。  
（掴 80年代から，金融改革にともなって，従来の財政からの企業交付金を専業銀行によ   
る貸出制度に切り換えようとしたが，専門家によれば，改革当初は，資金も資金の流   
れも国家による強いコントロールの下にあり，1996年の時点でも各専業銀行は独自の   
判断で信用を供用する段階に至っていない。平田正弘「中国の金融体制改革一改革の   
現状と問題提起－」『日中の金融・産業政策比較』75頁以下（中央大学出版部，2000   
年）。  
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㈹ 伊藤『現代中国の労働市場』前掲注㈹214頁参照。  
仁竹 山本恒人F現代中国の労働経済1949－2000 －「合理的低賃金制」から現代労働市   
場へ－』61，62，79頁（創土社，2000年）によれば，工業労働者の賃金は1956年の下   
限が34元，上限が102元であったのに対し，それが1976年には下限が32元，上限が108   
元であった。  
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三 賃金債権の規模と現状   







㈹ 中国語の原語では「職工」，労働，仕事の代償として賃金をうけとる長期雇用関係   
を持つ人を指している。中国の賃金労働者には工場で働く労働者のほか，教師・公務   
員・政府の役人・共産党幹部も含まれることが特徴である。2000年の時点では，1億   
1千2百50万人の貸金労働者がいる。  
仕切 『中国工会統計年鑑』の解釈によると，未払い賃金とは，一年のうち，法律や労働   
契約などに決まっている賃金の丸1ケ月分以上が支払われていない状態を言う。一   
方，賃金減額とは一年のうち連続3ケ月間，毎月の月給の10％以上が減額されている   
状態を言う。また，未払い年金と年金減額は，受け取るべき年金額が支払われなかっ   
たり，減額されることを言う。『中国工会統計年鑑1997』141，168頁（中国統計出版   
社，1998年）。  
錮 本稿に使う図1－7までの図表はすべて各年度『中国工会統計年鑑』により，筆者   
が作成したものである。97年度の統計数字がもっとも揃っているため，それを基にし   
て作成したわけである。年金減額者は98年度，在職貸金減額者は99年度以降の『中国   
工会統計年鑑』統計数字から姿を消し，その理由は現在不明である。  
餌）80年代に入ってから，中国政府は年金制度において，社会統一徴収・支給という社   
会保障改革を行ってきたが，国有経済部門の改革は，まだ道半ばであり，多くの企業   
が企業ごとに独自の年金支給を行っているのが現状である。新華網によると，2003年   
7月末時点では，国有企業を退職した年金受給者は全国で約3375万人であり，そのう   
ち54％に相当する1830万人が社会統一徴収・支給年金制度に加入している。   
（http：／／www．cei．gov．cn／hottopic／doc／zjzt2002031／200309050886．htm．）。つまり，46％   
に相当する1545万人の退職者は元の企業から年金を受給していることになる。こうし   
た中で，本稿に取り上げる「未払い年金」は主に赤字国有企業から発生したものだと   
考えられる。  
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匡‖ 年度別未払い賃金・年金債権者数・減額者数  
ゝユ ーし・：ン モ・、：ユ ●ンこや ●：、、コ ■：J・＝ ●・：・や ●ヾ｝ －、：こ．ユ  
単位：人  
増加率  増加率  増加率  増加率  
貸金債権者   （前年比）  年金債権者   （前年比）  賃金減額者   （前年比）  年金減額者   （前年比）   
1992年  1628224  218034  2514059  265211  
1993年  2576674  58％  371729  70％  3715143  48％  443878  67％   
1994年  3146764  22％  783126  111％  4670436  26％  963894  117％   
1995年  2976797  －5％  667988  －15％  3947313  －15％  838723  －13％   
1996年  4888292  64％  684852  3％  5336841  35％  1027897  23％   
1997年  11446463  134％  1113757．  63％  5562421  4％  1259051  22％   
1998年  16508574  44％  ＊  8025272  44％  
1999年  13822141  －16％  3647004  
2000年  13934984  1％  3881306  6％  
平均  38％  40％  24％  43％   
（出所）各年度F中国工会統計年鑑j より，筆者が作成   
＊国務院は国の財政金を用いて，年金未払い分を補填したため，1998年の未払い年金債権者数はゼ   
ロとなっていると思われる。  
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図2 全国の賃金労働者に占める未払い賃金債権者の割合  
㌔．㌔㌔㌔′㌔㌔＿㌔′≒ご㌔．  
単位：万人  
全国賃金労働者数  賃金債権者  パーセンテージ   
1992年   14792   1％   
1993年   14849   258   2％   
1994年   14849   315   2％   
1995年   14908   298   2％   
1996年   14845   489   3％   
1997年   14668   1145   8％   
1998年   12337   1651   13％   
1999年   11773   1382   12％   
2000年   11259   1393   12％  
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それぞれ11．5％と9．9％を占めている。   
図5は，所有制別に未払い賃金債権者数を表している。これによると，全国  
の未払い賃金債権者1144．6万人のうち，79．4％にあたる908万人を超える債権  
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0   
?????? ???? ????ー ???? ??? ?? ??? ー???? ???、 ???? ???? ???? ?????? ????????? ??
賃金債権者   
農林水産業   672216   
採掘業   1239296   
製造業   6077999   
電力・ガス・水道   73121   
建築業   1031805   
地質調査・水利管理業   113977   
交通運輸・郵便・通信   370053   
商業・飲食業   803819   
金融、保険業   6418   
不動産業   24312   
社会サービス業   124914   
衛生・体育・社会福利業   109994   
教育・文化・芸術等   496162   
科学研究・科学サービス   39452   
国家機関・政党   155054   
その他   107871   
合   計   11446463  
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図3－21997年 産業別未払い賃金債権者の割合  
図3－3 1997年 産業別賃金減額者の割合  
単位：人  
賃金債権者   賃金減額者   
製造業   6077999   3229078   
採掘業   1239296   471188   
建築業   1031805   228970   
交通運輸・郵便・通信   370053   241751   
商業・飲食業   803819   708726   
その他   1923491   682708   
合   計   11446463   5562421   
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図4 1997年度 産業別未払い賃金債権額・賃金減額叡  
尊位：万元  
?????? ???? ????ー ???? ??? ??? ー??? ???、 ??? ??? ??? ????? ??????? ?
貸金債権額   賃金減額額   
農林水産業   102614   29563   
採掘業   215202   40301   
製造業   1107465   413551   
電力・ガス・水道   12018   1461   
建築業   248870   21188   
地質調査・水利管理業   17806   7194   
交通運輸・郵便・通信   82346   40964   
商業・飲食業   182945   88527   
金融、保険業   983   3177   
不動産業   4767   1445   
社会サービス業   26382   4105   
衛生・体育・社会福利業   22876   10712   
教育・文化・芸術等   96080   18464   
科学研究・科学サービス   6480   4180   
国家機関・政党   26083   3823   
その他   21072   4841   
合   計   2173989   693496  
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図51997年所有制別未払い賃金債権者・賃金減額者数   
単位：万人  
賃金債権者   貸金減額者   
国有経済   9083341   4469051   
集団経済   1741271   761121   
私営経済   13036   2446   
個人経営経済   1125   592   
共同経営経済   27475   5635   
株式制経済   513976   284734   
外商投資経済   42521   32167   
香港、マカオ、台湾投資経済   16783   4531   
その他の経済   6935   2144   
合計   11446463   5562421  
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図61997年 地域別未払い貸金債権者数  
単位：万人  
賃金債権者  賃金債権者   
北  京   54328  湖  南   651835   
天  津   187325  広  東   145536   
河  北   660698  広  西   177321   
山  西   587918  海  南   87741   
内蒙古   260499  重  慶   113394   
遼  寧   1531181  四  川   389860   
書  林   660945  貴  州   159067   
黒龍江   1139798  雲  南   85310   
上  海   67722  西  蔵  
江  蘇   586907  駅  西   439114   
噺  江二   60720  甘  粛   297861   
安  徴   351005  青  海   73903   
福  建   58497  寧  夏   36990   
江  西   295251  新  彊   219380   
山  東   830993  国家機関   82   
河  南   716644  中直機関  
湖  北   518638  全国合計   11446463  
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図71997年 地域別未払い賃金債権額  
単位：万元  
賃金債権額  賃金債権額  
（万元）  （万元）   
北  京   7213  湖  南   124735   
天  津   21601  広  東   21996   
河  北   126613  広  西   21583   
山  西   117320  海  南   10023   
内蒙古   46804  重  慶   12335   
遼  寧   402063  四  川   45905   
書  林   212232  貴  州   21841   
黒龍江   255722  雲  南   11137   
上  海   5793  西  蔵  
江  蘇   103205  駅  西   58352   
斬  江   10087  甘  粛   41299   
安  徽   53464  青  海   23763   
福  建   5775  寧  夏   7337   
江  西   36174  新  彊   44708   
山  東   151797  国家機関   6   
河  南   100128  中直機関  
湖  北   72978  全国合計   2173989  


















を大きく上回っている。   
先に述べたこのような厳しい現実は，中国の企業破産処理に大きな影響を及  
ぼすことになっていく。   
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1．現行法   





















幽 拙稿「中国破産法の実施状態－GITICの破産による邦銀融資の回収問題に関連し   
て一」『国際関係研究所報』34号38頁以下（津田塾大学）。  
靭 『人民日報』（1990年12月11日）。  
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か，未払い賃金の弁済などに関する実体法の不備も破産法の運用を阻害してい  
ることが次第に明らかになってきたのである。  





















糾 最高人民法院「関於貫徹執行企業破産法若干問題的意見」（1991年11月7日）。  
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費用が含まれる」としているのである。この条文により，破産宣告後の賃金債  
権に共益債権として財団債権の地位が与えられた。そして，破産費用は随時破  










財産に担保権が設定されている。   
担保権つきの財産については，どのような法律規定があるのだろうか¢司。破  
産法は次のように定めている。   
担保権の目的物は破産財産に属さない（破28粂3項）。担保権者は破産手続  
によらず優先的に弁済を受けることができる（破32条）。  
結局，担保権者を含む各種債権者の弁済順位は次のようになる。   
① 担保権者は，担保付財産から優先的に弁済を受ける。   
② 上述の各種破産費用は，一般破産財産から支払われる。  
（参 賃金債権者は未払い賃金及び未払い労働保険費用などにつき，担保債権  
のつかない一般財産から，もしくは，担保権者に弁済した後に余剰財産が   
残った場合，その余剰財産から弁済を受ける。  
鍋 中国企業破産法における担保権の問題について，金春「中国の破産手続きにおける担   
保権の処遇について」『民商法雑誌出24巻1号41頁，2号36頁以下（2001年）がある。  
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（む 破産企業の未払い税金。   




















餉 この点について，日本の実情もほぼ同様である。菅野和夫『労働法（第六版）』244   
貢（弘文堂，2003年）。  
銅 渡辺真理子編『中国の不良債権問題』46頁以下（アジア経済研究所，1999年）。  
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鍋 林屋礼二『破産手続の理論と実際 破産法講話』104頁（信山社，1998年）。  
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国有企業  非国有企業  総  数   
1989年  98   
1990年  32   
1991年  117   
1992年  428   
1993年  269   441   710   
1994年  635   990   1625   
1995年  1232   1351   2583   
1996年  3651   2224   5875   
1997年  3060   2336   5396   
1998年  4128   3618   7746   
1999年  2886   2736   5622   
2000年  3926   3293   7219   
2001年  5429   3681   9110   
（出所）各年度r中国法律年鑑Jより，筆者が作成。  
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れ，一般債権の弁済に用いられる（「59号通達」二）。   
土地使用権に担保権がついた場合には，企業破産法のように優先弁済権の行  
使が認められるのか，それとも優先弁済権は認められず，その土地使用権が換  
錮 陳情泰「稿好拡大城市試点 深化国有企業改革」国家経済貿易委員会企業司編集   
『“優化資本結構”城市読点工作手冊』139頁以下（中国経済出版社，1996年）。  
錮秋郷「企業の赤字，更に赤字企業をなくしよう一我国企業破産改革の昨今の趨勢」   
瞭望1996年総第40期，曹思源『合併輿破産操作実務』392頁以下（工商出版社，1997年）。  
＠1）http／／www．cn／affair／txds／29－2731．htm．2003年12月25日。  
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価されて労働者の救済財源にされるのかは「59号通達」の中には明文化されて  





















¢勿 つまり，経済貿易委貞会の「492号通達」と国務院の「補充通達」においては，担   
保権に基づく優先弁済権（担保法33条・34条，破産法32条，城市房地産管理法46粂・   
47条・50条，城鎮国有土地使用権出譲和転譲暫定条例32条・36条・37粂・45条）は法   
認されないことになってしまった。  
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β頚 理由として国有企業従業員の長年国家のために低収入で貢献したことに対する一種   
の補償であると解している。また製造業などの分野においては，確かに国有企業の賃   
金は民間企業より一割程度低いが，しかし医療，住宅など福祉の面では非国有企業の   
労働者の処遇が国有企業の労働者に及んでいないのはまぎれもない事実である。  
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糾 劉貴祥「当前審理破産案件中渉及的若干法律問題探析」『民商法学J，90頁以下   
（2003年1号）。  
鍋 国務院が決めた相殺できる不良債権準備金の額は96年に200億元，97年度に300億   
元，98年以降毎年400億元規模である。  
（姻 国務院『研究遼寧部分有色金属和煉炭企業開閉破産有閑問題的会議紀要』（国閲   
〔1999〕33号八粂。http：／／search．1aw．com．cn／detail？record）  
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帥 拙稿「中国における企業破産法制の現状と課題一経済改革との関連を中心として－   
（上）（下）」前掲注（2）1135頁以下。  
朗劉貴祥「当前審理破産案件中渉及的若干法律問題探析」前掲注餌91頁以下。  
錮 新『破産法』出台指日可待自然人也可能破産（http：／／www．people．com．cn／GB／jingji／  
1037／2297116血tml）。  
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㈹ 今回の日本破産法の改正はこの方向に決まっている。「破産法等の見直し関する要   
綱案」NBLNo．766，66頁（2003．8．1）参照。  
㈹ 2003年度，四川省だけでも，農村からの出稼ぎ労働者への賃金不払いは10億元を超   
えている（http：／／cn．news．yahoo．com／040119／156／122gt．html）。このような賃金の不払   
いを防ぐために，一部の地方政府は規制を行い始めた。例えば，上海では，1999年か   
ら小企業未払い賃金保障金制度を試行している（「上海市人民政府関於促進本市小企   
業発展的決定」）。  
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付記   
本稿の作成にあたり，早稲田大学2003年度特定課題研究助成費（課題番号：  
2003A－861）を受けたことをここに記して，感謝の意を表したい。  
的 フランスなどの国々の雇用の維持，貸金の保護などについて，山本和彦「倒産企業   
従業員の生活保護」河野正憲・中島弘雅編r倒産法大系一倒産法と市民保護の法理』   
84貢以下（弘文堂，2001年）。  
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